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（目的） 

第１条 この要綱は、札幌市が別に定める札幌市身体障がい者地域生活体験事業実施

要綱に規定する要件を満たした身体障がい者が、施設や自宅以外の場所で地域生活

を体験した場合の経費に対する補助に関して、札幌市補助金等の事務取扱に関する

規程（昭和36年訓令第24条号）に規定するもののほか、必要な事項を定めること

を目的とする。 

 

（補助対象経費） 

第２条 本事業による補助金の対象となる経費は、地域生活の体験に要する経費のう

ち、別紙に掲げるものとする。 

 

（補助金の算出） 

第３条 補助金の交付額は、別表に定める基準額と同表に定める対象経費

の実支出額を比較して、いずれか少ない方の範囲内とする。ただし、１

円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる。 

 

（補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は、地域生活の体験が終了した後すみやか

に、札幌市身体障がい者地域生活体験事業補助金交付申請書（様式１）に関係書類

を添付して市長に提出しなければならない。 

 

（交付決定） 

第５条 市長は前条に規定する申請書の提出を受けたときは、その内容を審査し、補

助の必要を認めた場合は、補助金の額を決定し、補助金交付決定及び確定通知書（様

式２）を申請者に送付するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第６条 補助金の交付は、前条の補助金交付決定後に請求により支出する。 

 

（届出事務） 



第７条 市長は第４条に規定する申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、補

助を取消し、又は補助決定額を減じ、既に交付した補助金の返還を命じることがで

きる。 

（１）補助条件に違反したとき 

（２）不正行為があったとき 

（３）その他市長が補助することが不適当と認めたとき。 

 

 

（帳簿の整理） 

第８条 本事業を実施した事業所は、次の関係書類を備え、事業完了後５年間保存し

なければならない。 

（１）利用者台帳（利用者名簿） 

（２）アセスメント記録 

（３）業務日誌 

（４）経理関係帳票及びその証拠書類 

（５）設備備品台帳 

（７）苦情の内容等の記録 

（８）事故があった際の事故の状況及び事故処理の記録 

（９）その他必要となる帳簿 

 

（調査等） 

第９条 本市が必要と認めたときは、地方自治法第221条第2項の規定により随時状

況の調査を行い、又は必要な事項について報告を求めることができる。 

 

（委任） 

第10条 この要綱の実施に関し、その他必要な事項は障がい福祉担当部長が定める 

 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成21年５月21日に施行し、平成21年４月１日から適用する。 


